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4. 

二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（ADB拠出）

具体的なイメージ

拠出金

アジアの途上国においては、今後社会インフラの整備が急速に進むと考

えられ、脱炭素型の社会インフラ整備を行うことが極めて重要。

「インフラシステム海外展開戦略2025」（令和３年６月）及び「環境

省 脱炭素イニシアティブ」（令和３月６月）に基づき、二国間クレジッ

ト制度（JCM）を活用した個別プロジェクトを支援。

具体的には、これまで導入コスト高から導入が進んでこなかった優れた

脱炭素技術等の採用をADBの信託基金により追加コストを支援することで、

各国の脱炭素社会への移行につなげ、削減分についてJCMクレジット化を

図る。また、調達プロセスにおいてライフサイクルコスト等による評価手

法を開発・導入することで、各国の能力構築による炭素市場メカニズムの

形成を図り、アジア地域における市場拡大・普及展開につなげる。

① 二国間クレジット制度（JCM）を活用した脱炭素技術等の導入を促進する個別プロジェクト支援により、JCMクレ

ジットの獲得を行うと同時に、途上国の脱炭素社会への移行を支援。

② プロジェクトを通じた調達プロセスにおける能力構築（ライフサイクルコスト評価の導入等）により、途上国にお

ける脱炭素技術等の自律的な調達に向けた制度設計・炭素市場メカニズム形成を支援。

優れた脱炭素技術等の導入および調達プロセスの能力構築により途上国の脱炭素社会への移行を支援します。

【令和４年度予算額 1,000百万円（1,000百万円）】

＜具体的な脱炭素技術等の事例＞

• 廃棄物発電技術（都市分野）
• 高性能蓄電池システム（エネルギー分野）
• 低ロス型送電線（エネルギー分野） 等

アジア開発銀行信託基金

平成26年度～

地球環境局 国際連携課 国際協力・環境インフラ戦略室 電話：03-5521-8248

■拠出先

GHG削減

JCMプロジェクトに対する無償資金の供与に加え、
民間プロジェクトへの譲許的融資やツーステッ
プ・ローン等にも活用

優れた脱炭素技術
等採用に伴う追加

コスト

信託基金ADB資金

通常技術
による

緩和部分

（パイプラインプロジェクトから選定）


